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◯24 番（松野 隆）登壇 私は、公明党福岡市議団を代表し、高齢社会における高齢者の

健康と雇用について、不登校や社会的養護を要する児童生徒への学習、生活保障についてお

尋ねします。 

 初めに、健康づくりについてです。 

 ８月 29 日の新聞紙上で、「アメリカ・ワシントン大学などの国際チームが、日本は男女と

もに健康寿命が世界で最も長く、男性 71.11 歳、女性 75.56 歳という調査結果をイギリスの

医学誌ランセットに発表した」と報道されました。健康寿命とは、病気などで日常生活が制

限されることなく、自立した生活を送れる期間の年齢であり、調査結果は大変よいことであ

り、今後もさらに健康寿命を延ばしてほしいと願うものです。 

 そこで、まず、本市の健康寿命と全国比較をお示しください。 

 以上で１回目の質問を終わり、２回目以降は自席にて質問いたします。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 健康寿命につきましては、厚生労働省が公表している直近

のデータである平成 22 年度で申し上げますと、全国平均は男性が 70.42 歳、女性が 73.64

歳、これに対して福岡市は、男性が 70.28 歳、女性が 71.93 歳と、男女ともに全国平均を下

回っております。今後、さらに健康寿命の延伸に向けた取り組みに力を入れていく必要があ

ると考えてございます。以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 一方で、今後の高齢社会の延伸は、医療など社会保障費の増嵩を余

儀なくするものです。一定以上の所得がある高齢者の介護保険料の自己負担額が本年８月

から２割にふえ、現役世代の健康保険料負担も年々上昇しております。本市の 65 歳以上及

び 75 歳以上の１人当たり年間医療費の推移と他都市と比較した位置づけについて、過去５

年間でお示しください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 福岡市の国民健康保険加入者のうち、65 歳から 74 歳まで

の１人当たり年間医療費につきましては、平成 21 年度は 53 万 8,900 円で、18 政令市中高

いほうから３番目、以下、22 年度は 54 万 1,430 円で 19 政令市中３番目、23 年度は 55 万

2,810 円で 19 政令市中３番目、24 年度は 54 万 4,372 円で 20 政令市中７番目、25 年度は

54 万 5,474 円で 20 政令市中６番目となっております。 

 また、75 歳以上が加入する後期高齢者医療の福岡市における１人当たり年間医療費につ

きましては、平成 21 年度は 118 万 9,256 円で、18 政令市中高いほうから２番目、以下、22

年度及び 23 年度につきましては 122 万 7,923 円及び 123 万 9,228 円で 19 政令市中最も高

く、24 年度及び 25 年度につきましては 124 万 285 円、124 万 1,576 円で 20 政令市中最も

高くなっております。以上です。 



◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 大変驚く数字が、今、御答弁でございました。健康寿命は延びなが

らも、本市の医療費、特に高齢者医療費の伸びは高く、今後も増加するものと思われます。

本市の現状について、原因とともに御所見を求めます。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 福岡市の高齢者に係る医療費が高額になっていることにつ

きましては、基本的には高齢化の進展や医療の高度化に伴うものと思われますが、さらに福

岡市においては、医療提供体制が他都市と比較して充実していることなども要因の一つと

考えられます。 

 今後、超高齢社会を迎え、高齢者に係る医療費のさらなる増加が見込まれることから、ま

ず、国民健康保険につきましては、特定健診による疾病の早期発見や重症化予防などの生活

習慣病の予防やジェネリック医薬品の普及促進など、医療費適正化に努めてまいります。 

 また、後期高齢者医療につきましても、福岡県後期高齢者医療広域連合が実施している健

康診査や訪問健康相談事業などの医療費適正化の取り組みに福岡市も協力してまいりたい

というふうに考えてございます。以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） しっかり取り組んでいただきたいと思います。認知症ケアとともに、

加齢に伴い骨や関節に問題が起き、重症化すると寝たきりとなるロコモティブシンドロー

ムは、高齢者のＱＯＬを極端に低下させるおそれがあり、近年、歩行障がいや転倒防止対策

への注目度が上がっておりますが、本市の高齢者に対するロコモ予防への取り組みについ

てお答えください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） ロコモ予防につきましては、若いころからの運動習慣を持

つことが基本ですが、特にロコモのリスクの高まる高齢者への取り組みが重要と考えてお

ります。 

 高齢者に対するロコモ予防につきましては、介護予防教室や生き活き講座などにおいて、

運動習慣の重要性について普及啓発するとともに、自宅でもできる簡単なロコモ予防の運

動やロコモ予防に有効な食生活を紹介し、高齢者が主体的に活動を継続していくことがで

きるよう支援を行ってまいります。以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 高齢者の生活が充実し、健康であるための外出支援や社会参加、健

康増進を図り健康寿命を延伸する、その観点からいえば、運動は地域の仲間や家族などと一

緒にやれる効果的な取り組みであると思いますが、本市のこれまでの高齢者の健康づくり

に向けて行ってきた、運動を推進するための取り組みについてお答えください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 福岡市におきましては、生活習慣病予防の一つとして、ウ



オーキングや体操、踏み台昇降、スロージョギングなどの運動を推進しております。中でも

ウオーキングは、誰もが気軽に楽しみながら取り組める運動としてお勧めしており、各区保

健福祉センターでは、歩きたくなるまちづくりを推進するため、ウオーキンググループの育

成やマップの作成などを行い、また、関係各局ではウオーキングロードの整備など、ソフト

面、ハード面にわたる取り組みを行ってまいりました。この結果、100 近くのウオーキング

グループができるなど、一定の成果があったものと考えております。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） ウオーキングは、気軽に取り組める健康づくりです。同時に、最近、

特に高齢者を中心に人気が高いスポーツ競技にグラウンドゴルフがあります。グラウンド

ゴルフは、男女を問わず友人をふやしながら楽しんで行える健康づくりとして、競技者人口

もふえてまいりました。屋外競技はグラウンドゴルフ、屋内はダーツが特に人気だそうです。

しかし、地域からは練習や大会を行える場所がないので、グラウンドゴルフ場を整備してほ

しいとの御要望を受け続けております。昨年行われたグラウンドゴルフの各区大会の開催

会場と参加人数をそれぞれお答えください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 平成 26 年度の各区グラウンドゴルフ大会の開催会場と参

加人数につきましては、東区が雁の巣レクリエーションセンターで 286 人、博多区が山王

公園野球場多目的グラウンドで 214 人、中央区が舞鶴公園球技場で 149 人、南区が西南杜

の湖畔公園球技場で 504 人、城南区が西南杜の湖畔公園球技場で 186 人、早良区が百道中

央公園で 288 人、西区が小戸公園で 297 人となってございます。以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 南区の参加人数は７区で最も多く、500 人を超え、しかも、南区だけ

は他区の公園を借りて行っております。南区にも公園はありますが、日常的にグラウンドゴ

ルフに使用できる場所がないと言われます。 

 そこで、本市全体及び南区において、市民が身近に利用できる公園の整備状況について、

それぞれお答えください。 

 なお、７区中、何番目に当たるのか、お答えください。 

◯副議長（石田正明） 馬場住宅都市局長。 

◯住宅都市局長（馬場 隆） 市民が身近に利用できる公園の箇所数及び市民１人当たりの

公園面積は、平成 26 年度末現在、福岡市全体では 1,415 カ所、2.28 平方メートル、南区で

は 235 カ所、1.84 平方メートルとなっております。市民１人当たりの公園面積では、南区

は７区中５番目でございます。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 答弁のように、南区の市民が身近に利用できる公園の１人当たりの

面積は、７区中、下から３番目でした。実際にグラウンドゴルフ愛好者にお聞きしますと、

いろいろと気苦労や気配りをされながら公園を借りておられるようです。例えば、住宅密集



地の公園では、競技中の声が騒音として苦情が出るので、気を配って、地域の信頼を得るた

めの清掃活動や、あるいは、土日、祝祭日は一般の方が優先利用できるよう、平日に限定し

て公園使用を行うなど、地域の多様なバランスに配慮しておられます。 

 これまでに本市が整備したグラウンドゴルフ場をお示しください。 

◯副議長（石田正明） 井上市民局長。 

◯市民局長（井上るみ） グラウンドゴルフは、自由にコースの長さやホール数が設定でき

るスポーツ・レクリエーションとして普及してきた経緯がございまして、全国的に既存の公

園や球技場、学校の校庭等のさまざまな場所で大会や練習が行われております。 

 お尋ねのグラウンドゴルフ場につきましては、専用のグラウンドは整備いたしておりま

せんが、特に平成 26 年５月には、雨天時にもグラウンドゴルフやゲートボールの大会等が

開催できる場所として、雁の巣レクリエーションセンターの中に多目的グラウンドを整備

いたしております。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 雁の巣の多目的グラウンドの使用頻度も大変気になるところなんで

すが、大切なのは身近に使えるかどうかだと思います。その意味で、今後も多目的かつグラ

ウンドゴルフにも使用できる公園整備を、ため池や公有地の跡地などを活用しながら、地域

バランスに配慮し、南区にも整備すべきではありませんか、お答えください。 

◯副議長（石田正明） 馬場住宅都市局長。 

◯住宅都市局長（馬場 隆） 多目的かつグラウンドゴルフにも使用できる公園につきまし

ては、まず、既存の身近な公園について、地域が主体となって利用調整する制度があること

や、有料野球場を有する公園は、グラウンドゴルフにも御利用いただけること等の利用方法

の周知に努めてまいりたいと考えております。 

 また、身近な公園のうち、グラウンドゴルフにも使用できる一定規模の広場を備えた公園

の整備につきましては、厳しい財政状況の中、用地の確保が大きな課題となっていることか

ら、南区も含め、公有地の跡地などの活用について、他局とも連携し、整備に努めてまいり

ます。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） よろしくお願いいたします。 

 この質問の最後に、高齢者の健康づくり支援による高齢者医療費の低減化、すなわち健康

寿命の延伸に向けた今後の取り組みについて御所見を求めます。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 健康寿命の延伸を図るためには、生活習慣病予防や健診等

による疾病の早期発見、重症化予防など、健康づくりの推進が重要と考えております。健康

づくりは、若いころからの生活習慣の改善が基本であり、さまざまな機関や団体などと連携

し、家庭や職場、地域などあらゆる場面において、ライフステージに応じた取り組みを進め

ております。さらに今後、超高齢社会を迎えるに当たっては、要介護の要因として大幅な増



加が見込まれる認知症やロコモティブシンドロームを早い段階から予防していくことが重

要であり、特に高齢期前の 50 歳代からを重点に、これらの予防事業に取り組み、より効果

的に健康寿命の延伸を図ってまいります。 

 これらの取り組みによりまして、高齢者がいつまでも元気で活躍していただくとともに、

ひいては高齢者医療費の適正化につなげてまいりたいというふうに考えてございます。以

上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 次に、高齢者の雇用についてお尋ねいたします。 

 平成 26 年 10 月現在、日本の総人口は１億 2,708 万人と、４年連続で減少しております。

65 歳以上の高齢者人口は、前年から 110 万人増加し 3,300 万人、全国の高齢化率は 26.0％

となっております。15 歳から 64 歳の生産年齢人口は、1995 年の 8,726 万人をピークに減

少し続け、平成 25 年には 7,901 万人と、昭和 56 年以来、32 年ぶりに 8,000 万人を割り込

みました。今後の生産年齢人口も、わずか 25 年後の平成 52 年までに、さらに 2,500 万人

前後の減少が予測されており、このように少子・高齢化の進行による労働力減少は、日本に

とって最も深刻な課題の一つとなっております。 

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の調査によりますと、高齢者への就労支援

を実施することで、約 240 万人の労働力が確保できるとされており、高齢者が長年培った

知識と経験を生かし、社会の支え手として、意欲と能力がある限り活躍し続けることができ

る社会が求められております。 

 高齢者の労働意欲に関する実態について、内閣府、高齢者の地域社会への参加に関する意

識調査で、何歳くらいまで仕事をしたいかとのアンケート調査結果について、年代別にお示

しください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 平成 20 年度の内閣府の調査によりますと、60 歳くらいま

でと答えた人は 1.3％、65 歳くらいまでが 19.2％、70 歳くらいまでが 26.1％、75 歳くらい

までが 10.4％、76 歳以上が 3.0％、働けるうちはいつまでもが 39.9％となってございます。

以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 内閣府の調査では、現在働いている人、60 歳以上の方が対象となっ

ておりますが、当局の答弁にありましたとおり、８割近い方が 70 歳ぐらい、あるいはそれ

以上まで働きたい、そのうちの半分近くは、働けるうちはいつまでも働きたいと回答するな

ど、高齢者の働く意欲は非常に高いこともわかります。 

 平成 27 年高齢社会白書によりますと、高齢者人口は、団塊の世代が 65 歳以上となる平

成 27 年には 3,395 万人となり、75 歳以上となる平成 37 年──10 年後でありますが──に

は 3,657 万人に達すると見込まれております。 

 お尋ねします。同じ年に本市の高齢者人口はどうなっておりますでしょうか、また、高齢



者への就労に関するアンケートは行っておりますか、あわせて答弁を求めます。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） まず、福岡市の高齢者人口につきましては、平成 27 年７

月末現在の住民基本台帳によりますと、29 万 9,819 人となっております。また、10 年後の

平成 37 年の高齢者人口は、平成 24 年３月の人口推計によりますと、39 万 6,000 人となっ

ております。 

 高齢者への就労に関するアンケートにつきましては、平成 19 年度に福岡市団塊世代の意

識・行動調査として、福岡市在住で団塊世代とその前後の世代である昭和 19 年から昭和 27

年に生まれた方、すなわち、当時 55 歳から 63 歳の方 3,000 人を対象として実施しており

ます。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 本市でも多くの団塊の世代の方々が高齢者となられるわけですが、

その結果から、本市の高齢者の働く意欲はどのような傾向にあるのか、お答えください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 平成 19 年度の調査によりますと、今後、仕事をしたいと

答えた方が 64.4％、仕事をする理由は、収入を得るためと答えた方が 76.3％、仕事をする

上で最も重視する項目は、経験を生かせることと答えた方が 46.0％となっております。以

上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） さて、高齢者雇用として身近なのがシルバー人材センターですが、

本市のシルバー人材センターの設置目的と、そこで就業している方々の主な就業内容につ

いて、あわせて直近の会員数と契約金額と就業率、それぞれの増減率をあわせてお示しくだ

さい。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） シルバー人材センターにつきましては、高齢者がその経験

と能力を生かしつつ、働くことを通じて社会に貢献し、生きがいを得ていく機会を確保する

ことを設置目的としております。 

 主な就業内容は、まず、公共受託業務では、自転車駐車場管理運営業務、放置自転車に対

する街頭指導業務、公園等除草清掃業務、配食サービス業務等となっております。 

 次に、民間受託業務では、屋内清掃作業、剪定作業、家事援助サービス等となっておりま

す。 

 会員数は、平成 26 年度末現在、6,802 人、平成 27 年度末現在、6,754 人であり、対前年

度比 0.7％のマイナスです。 

 契約金額は、平成 25 年度は 19 億 4,007 万円余、平成 26 年度は 20 億 2,922 万円余であ

り、対前年度比 4.6％のプラス。 

 就業率につきましては、年に１回以上就業した人の割合でお示しいたしますが、平成 25



年度は 74.6％、平成 26 年度は 74.2％であり、対前年度比 0.4％のマイナスとなっておりま

す。以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 契約金額は若干増加しているようですが、会員数はここ数年、ずっ

と減少が続いているのではないかと思います。その原因はさまざまあるとは思われますが、

最近、シルバー人材センターの会員の方々から、組織の課題や業務内容への苦情が寄せられ

ており、例えば、本人はお元気でやる気もあるのに、年齢制限が設けられ、年齢が若い方よ

り、むしろ条件が厳しい職種への配置転換や、会員の健康状態いかんにかかわらず、一律の

年齢制限により退職を余儀なくされることもあるということです。福岡市のシルバー人材

センターは、生きがいと喜びに逆行するような窮屈な労働環境になってきているようにも

感じます。 

 職場の人間関係についてもお聞きしますが、このような現状に対する認識と、改善策があ

れば、その内容についてお答えください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） シルバー人材センターの現在の就業環境について、会員の

方々に御不満や苦情があることは十分承知してございます。その主な原因は、会員の方々の

御希望に沿った就業の場が十分確保できていないことにあると考えております。このため、

保健福祉局では毎年、関係各局に業務の優先発注をお願いしているほか、シルバー人材セン

ターにおいても、一部就業年齢制限の緩和を図るとともに、平成 27 年８月より、新たに常

勤の就業開拓専門員を２名配置し、職域の拡大に取り組んでいるところでございます。以上

でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 本市シルバー人材センターの本部及び出張所の組織形態と役員構成、

職員配置の現状についてお示しください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） シルバー人材センターにつきましては、本部は総務課、業

務第１課、業務第２課の３課体制であり、職員数は福岡市出向職員３名、プロパー職員７名、

嘱託職員２名の合計 12 名となっております。 

 また、各区には出張所を設置しておりますが、城南区と中央区は同一場所に設置しており

ます。出張所の運営は、会員から選挙で選ばれた委員長のもとで会員中心に行っており、職

員数は７区全体でプロパー職員１名、嘱託職員５名の計６名となっております。役員構成は、

理事長１名、常務理事１名、理事 17 名、監事２名の計 21 名でございます。以上でござい

ます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） さて、先日、市営駐輪場及び自転車保管所における不適切事案が判

明し、どちらも管理従事者による事案で、本市シルバー人材センターの一部会員も含まれて



おりました。市営駐輪場は、駐輪料金を支払わず通勤自転車をとめていた。もう１件は、那

の津の自転車保管所に勤務する会員が、市が業者に売却する予定の自転車から、本来の点検

と店頭販売を経ずに、その場で購入していたということでした。 

 市民と会員の皆さんも、原因究明と再発防止策の行く末を注視されており、今後、迅速な

対応が求められますが、そこで、シルバー人材センターがどのような対応を行ったのか、ま

た、今後の駐輪場管理業務等の契約について、業務発注者である道路下水道局のお考えをお

聞かせください。 

◯副議長（石田正明） 清森道路下水道局長。 

◯道路下水道局長（清森俊彦） シルバー人材センターへの対応についてでございますが、

今回のような不適切事案が二度と発生しないよう、従事者への指導徹底を指示するととも

に、市営駐輪場を管理する指定管理者として、また、自転車保管所管理業務の受託者として、

市民の信頼を損なうことがないよう、文書にて厳重注意を行ったところでございます。 

 なお、未納となっている駐輪場の利用料金につきましては、納付を指示し、既に納付され

たところであります。 

 次に、今後の契約に対する考え方についてでございますが、駐輪場の指定管理者の選定に

当たりましては、外部委員により構成された選定委員会の評価を踏まえ決定することとな

っており、今回の不適切事案に対する再発防止に向けた取り組みも含め、評価を行っていた

だきたいと考えております。 

 また、自転車保管所の事案につきましては、売買経緯など不明確な点もあることから、引

き続き関係者への聞き取り調査を行っているところでありますが、いずれの案件につきま

しても、再発防止に向けたシルバー人材センターの組織的な取り組みなどを見きわめる必

要があると考えております。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） これまでシルバー人材センターの契約に際しては、本市の高齢者の

就労政策誘導の上から、私たちも優先発注をお願いしてきた経緯もありますので、次の契約

受注に向け、コンプライアンスの再構築は大変重要となります。 

 今回の問題は、先ほど申し上げた会員の方々からの声のとおり、恣意的な運営などを含め、

単に一部会員の問題ではなく、その本質は、シルバー人材センターの組織や体質にあるよう

に思います。今後、このようなことが起きないよう、ガバナンスを含めた組織のあり方につ

いてしっかりとした議論を重ね、組織的な改革が必要ではないかと思います。そうでないと、

多くのシルバー会員の皆さんにも御迷惑がかかることになります。 

 所管局である保健福祉局では、今回の件に関し、どのような対応をとり、また、シルバー

人材センターはどのように取り組もうとしているのか、明確にお答えください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 御答弁の前に、先ほど私がお答えしたものに年度の間違い

がございますので、まず、そこの修正をさせていただきたいと存じます。 



 シルバー人材センターの会員数について、平成 26 年度末現在、6,802 人と申し上げまし

たが、これが正しくは平成 25 年度末現在、6,802 人でございます。また、平成 27 年度末現

在、6,754 人と申し上げましたが、正しくは平成 26 年度末現在、6,754 人でございます。申

しわけございませんでした。 

 それでは、ただいまの、今回の件に関してのシルバー人材センターに関しての対応でござ

います。 

 今回の件につきましては、保健福祉局としても重大な事態であると受けとめてございま

して、不祥事再発防止策を早急に策定されたい旨を平成 27 年８月 26 日付で通知してござ

います。 

 シルバー人材センターにおきましては、これを受け、平成 27 年度につきましては、９月

１日付で本部にコンプライアンス推進担当の組織を設置し、会員への研修を徹底するとと

もに、本部職員を出張所の兼務とし、巡回指導などを強化することを予定しております。あ

わせて、業務従事するときに、違反への対応を明示した宣誓書提出を義務づけることとして

おります。さらに平成 28 年度から、これまでの各区の自主管理を基本とする体制を見直し、

７つの出張所を統括する３つのセンターを新たに設置し、出張所で行っている会員の指導

等の基幹的業務を集約するとともに、それぞれのセンターに常勤の所長及び公共担当業務

職員を配置し、指導監督体制を強化する予定と聞いてございます。以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 今後は、本市のガバナンスが行き届くよう、しっかり組織改革にも

取り組んでいただきたいと思います。 

 今後、団塊の世代の大量退職に伴い、加速度的に進展する高齢社会の中で、シルバー人材

センターがどのような役割を担うのか、御所見を求めます。 

 あわせて、高齢者の就労へのニーズと社会が求める高齢人材へのニーズとのマッチング

のためには、現在の就業内容だけで、今後、シルバー人材センターが高齢者就業の受け皿と

なれるでしょうか。高齢者の皆さんが長年、社会の第一線で培ってこられた多様な知識と経

験が生かせ、かつ、やりがいを感じられるフィールドをいかに開拓していくかが大変重要な

テーマとなりますが、本市の御所見をお示しください。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） まず、シルバー人材センターは、就業を通した高齢者の社

会参加活動促進の中核を担う団体であり、今後ますます重要性が増していくと考えており

ます。一方、高齢者が大幅に増加する中、求められる就業の場、社会参加の姿も多種多様で

ございまして、これまでになかった新たな働き方の開発なども必要になっており、シルバー

人材センターが現在有する機能だけでは対応が難しい面もあろうかと思います。このため、

福岡市では平成 26 年度に、シルバー人材センターも加わり、有識者による高齢者の創業・

就業検討委員会を設置し、高齢者の創業、就業と支援のあり方について検討を行ったところ

でございます。その検討結果を受け、本年度は福岡市内の高齢者や事業所を対象に高齢者の



就労に関するアンケート調査を行う予定としており、その結果などを踏まえまして、高齢者

の意向や特性に応じた就業支援策について検討してまいります。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） よろしくお願いいたします。 

 愛媛県の松山市シルバー人材センターは、高齢者の経験と能力を地域社会の発展に生か

すため、幅広い事業を行っております。例えば、介護保険では対応できないひとり暮らしの

高齢者へのミニデイサービス事業、男性の子育て参画を目的とした児童への学習教室、課外

学習事業、子育て支援育児サービスを要する方へのお手伝い事業、高齢者への安否確認、権

利擁護、また、障害者総合支援法に基づく福祉サービス、さらに、農業に関心を持つ若者へ

のサポートや都市農業の振興、保全に向けた人材育成事業等、幅広い人材活用を行っており

ます。 

 このように、新たな雇用の創出や幅広い企業との連携など、今後の本市シルバー人材セン

ターの機能の向上に向け、どのように取り組まれるのか、答弁を求めます。 

◯副議長（石田正明） 野見山保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（野見山 勤） 福岡市シルバー人材センターにおきましては、平成 25 年

度にワンコインサービス、さらに平成 27 年８月には親孝行代行サービスなど新しいサービ

スを開始するとともに、今年度から２名の常勤の就業開拓専門員を採用するなど、機能強化

に向けた各種の取り組みを進めているところでございます。また今後、本部が中心となって、

介護保険制度における生活支援サービス分野への参入についても検討を行うと聞いてござ

います。 

 福岡市としましては、シルバー人材センターが今後の高齢者ニーズに即して、新たな就業

開拓や職域の拡大を図りながら自律的な経営を実現できるよう、引き続き支援してまいり

ます。以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 高齢者の質問の最後に、高齢社会の課題は、健康寿命の延伸から社

会保障の持続可能性あるいは地方創生や産業の維持発展まで、その課題は幅広く、今後、都

市づくりへの投資を最大限に生かし、本市の成長の継続性のためにも、成熟社会を乗り越え

る取り組みが必須であります。 

 この質問の最後に、高齢者の健康と生きがいづくりに向けて、高島市長に御所見を伺い、

この質問を終わります。 

◯副議長（石田正明） 高島市長。 

◯市長（高島宗一郎） 今後、福岡市におきましても、ますます高齢化が進展してまいりま

す。福岡市の高齢化率は、ことし７月に 20％を超えたわけですが、10 年後には 24.8％とな

りまして、１人の高齢者を３人で支えるという社会になるわけですね。今後、支える人が減

っていく状況を克服するためには、これまでのように一定の年齢に達したことによって、制

度上一律に支えられる側になるということではなくて、高齢の方々にも意欲や能力に応じ



て、できるだけ支える側に回っていただく、こういう取り組みが重要となってまいります。

その実現に当たりましては、松野議員御指摘のとおり、高齢者の健康づくりや社会参加を促

進していく、これが大事でありまして、高齢者の皆さんが健康の維持増進に努めながら、地

域社会を初め、さまざまな場面で生きがいを持って活躍できるように、支援の仕組みづくり

を進めていく必要があると考えております。 

 これから迎える超高齢社会に対応していくためには、保健福祉の分野に限らず、交通や住

まい、そして経済など、さまざまな分野での取り組みが重要になってまいります。地域、関

係機関、また行政が一体となって、ハード、ソフトの両面から持続可能な制度や仕組みを構

築していきたいと考えております。以上です。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） ありがとうございました。次に、社会的養護を要する児童生徒への

取り組みについてです。 

 数年来、児童虐待事件の急増に伴い、本市の相談体制は強化され、里親、ファミリーホー

ムへの委託体制については、本市は政令市でも最も高い水準となっております。 

 そこで、まず、本市での虐待に関する相談件数及び里親、ファミリーホームへの委託率の

推移についてお示しください。 

◯副議長（石田正明） 石橋こども未来局長。 

◯こども未来局長（石橋正信） 虐待相談件数につきましては、平成 24 年度が 1,104 件、

平成 25 年度が 1,006 件、平成 26 年度が 1,142 件となっております。 

 また、里親委託率につきましては、平成 24 年度が 31.5％、平成 25 年度が 31.9％、平成

26 年度が 32.4％となっております。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） ここ数年変わらず、虐待件数は高どまりしております。本市で子ど

もの人権啓発、向上に取り組んでいただいております関係者から、社会的養護の本市の現状

についてお話を伺う機会がありました。それによりますと、虐待を経験した中で、施設や里

親で預かることが難しい子どもたちが本市にも大勢おり、その対策が大変おくれていると

いうことでした。施設や里親で預かれない子どもたちとは、どのような状態にあるのか、お

示しください。 

◯副議長（石田正明） 石橋こども未来局長。 

◯こども未来局長（石橋正信） 施設などで預かることが難しい子どもたちとして、虐待の

影響や発達障がいの程度が重度であることなどから、常時１対１対応が必要な児童など、特

に配慮を要する児童などがございます。そのような子どもたちにつきましては、まず、児童

心理治療施設などの専門機関でケアすることとしており、その後の児童の状況を踏まえて、

里親等に措置の変更をいたしております。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 発達障がいや虐待の影響が重度で、専門的ケアが求められるという



ことですが、昨年、本年度から向こう５年間の計画である第４次福岡市子ども総合計画が策

定されました。策定への答申において、本市では児童心理治療施設、一般的には情緒障害児

短期治療施設、略して情短と呼ばれておりますが、この設置が要望され、今計画の中によう

やく位置づけられました。児童心理治療施設について概要を御説明ください。 

◯副議長（石田正明） 石橋こども未来局長。 

◯こども未来局長（石橋正信） 児童心理治療施設は、発達障がいや虐待を受けたことによ

り、心理的困難や苦しみを抱え、日常生活の多岐にわたり生きづらさを感じている子どもた

ちを、入所または通所させて治療を行う児童福祉施設であり、児童福祉法上の情緒障害児短

期治療施設の通称であります。具体的には、発達障がいの二次障がいや虐待を原因として不

登校、ひきこもり、多動、衝動性、対人関係の困難などが生じている子どもたちに対して、

適切な心理的ケアを行い、社会適応能力の回復を目指す施設でございます。以上でございま

す。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） ただいま施設概要について御説明いただきました。現在、全国にこ

の施設は 42 施設が設置されておりまして、古くは 1962 年に情短が誕生しております。発

達障がいという概念すらなかった時代から、さまざまな影響による重度の子どもたちへの

心理的治療の必要性が認められていたということであります。 

 社会的養護に対する取り組みの中で、本市には、なぜこれまで情短がなかったのか、これ

までの検討状況があれば、経緯について教えてください。 

◯副議長（石田正明） 石橋こども未来局長。 

◯こども未来局長（石橋正信） 本市ではこれまで、心理的治療が必要な子どもに対しては、

福岡県が運営する児童心理治療施設や県外の施設などに措置して治療を行ってまいりまし

た。こども・子育て審議会の専門委員会に設置されました福岡市要保護児童の社会的養護あ

り方検討会からは、平成 26 年５月の報告書におきまして、児童心理治療施設を市内に設置

することについての提言を受けたところでございます。 

 本市といたしましても、専門的なケアを必要とする子どもが増加傾向にあること、また、

家庭復帰のための保護者との面会交流の機会や退所後の通所による継続的な治療の機会を

確保していく必要があること、さらに養育に困難を抱える家族や里親等に対する相談支援

が必要であることなどから、第４次福岡市子ども総合計画において、市内設置を事業目標と

したものでございます。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 筑後市にあります福岡県の施設には、どれくらいの児童生徒が心理

的治療を受けていたのでしょうか、入所者数をお示しください。また、入所できなかった子

どもたちの受け入れ先はどこなのか、直近の状況をお示しください。 

◯副議長（石田正明） 石橋こども未来局長。 

◯こども未来局長（石橋正信） 平成 26 年度に福岡県の児童心理治療施設には２人、また、



熊本、長崎、香川、岡山の各県の児童心理治療施設に合計で４人の受け入れを依頼したとこ

ろでございます。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） やはり多くの子どもたちが県外の施設への入所を余儀なくされてい

たようで、本市の施設整備へのニーズは大きかったことがわかりました。私も、関係者から

の御指摘を受けまして、京都市にあります青葉寮、そして、横浜市のいずみ学園の２つの情

短施設を視察してまいりました。 

 青葉寮の設立は古く、昭和 38 年に京都児童院の中に設置されました。私と同じ 52 年を

経過した施設であります。個別指導による生活支援のほか、心理治療、教育、医療的ケア、

さらに家族支援まで多岐にわたる支援体制のもと、現在までに 900 名近くが卒寮し、社会

に巣立ちました。立派に成人したかつての入所者がたびたび寮を訪れ、今の入所児童に対し

て、この寮がなかったら、今の自分はなかったんだよなど経験を語ってくれ、何年間も子ど

もたちに寄り添ってきた職員の皆さんが、苦労が報われますと笑顔で話してくれました。特

に青葉寮は地域の学校との連携がすばらしく、地域の二条北小学校に青葉寮生のクラス、青

葉学級を設置し、同じく二条中学校にも情短学級が設置され、社会的自立に向けた学習保障

も地域の皆さんの御理解、御協力を受け、取り組んでおられました。 

 一方、横浜市のいずみ学園は、38 名のスタッフによる精神、発達に課題を抱える児童に

対し、個人よりも集団での生活を通じ、主体性を育むため、見守られる実感と人を頼る大切

さを学ぶことを生活のコンセプトとし、高校生になるとアルバイトも推奨しながら、自立性

を養い、やがて半数の子どもたちが自宅に戻れるまでに成長するそうであります。 

 どちらも生活と学力をしっかりサポートしながら、人権に配慮した心の教育に重きを置

いておりました。 

 本市における情短施設設置に向け、現段階でのコンセプトやポイントがありましたら、お

答えください。 

◯副議長（石田正明） 石橋こども未来局長。 

◯こども未来局長（石橋正信） 児童心理治療施設におきましては、きめ細やかな心理治療、

一人一人に寄り添った生活支援、子どもが自信を取り戻せる教育支援の３つの機能をあわ

せ持つ必要があります。 

 まず、心理治療につきましては、医師による日常的な医療支援や心理担当職員によるセラ

ピーを行うに当たり、子どもたちが安全で安心できる環境を確保してまいりたいと考えて

おります。 

 次に、生活支援につきましては、生活習慣の習得、集団生活への適応などの支援を行うに

当たり、子どもたちの発達段階や個別の状況に十分配慮できるようにしてまいりたいと考

えております。 

 最後に、教育支援につきましては、小集団での教育や習熟度別の学習支援などを行うに当

たり、個々の子どもの学力等に応じたきめ細やかな支援を行う必要があると考えておりま



す。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） いずれにしましても、施設整備にはさまざまな準備に伴う困難も予

想されますので、計画を前倒ししてでも、一日も早く情緒障害児短期治療施設が設置され、

本市の重度の養護が必要な子どもたちの受け皿づくりを進めてくださいますようお願いい

たします。 

 局長の御決意をお聞かせください。 

◯副議長（石田正明） 石橋こども未来局長。 

◯こども未来局長（石橋正信） 心理的困難や苦しみを抱えた子どもたちが、安全で安心で

きる環境のもとで適切な心理的ケアを受け、社会的適応能力を回復させることは、子どもた

ちのその後の人生のために非常に重要なことだと考えております。社会的養護の基本理念

である「子どもの最善の利益のために」を踏まえ、福岡市要保護児童の社会的養護あり方検

討会の提言や先進都市の事例を参考にしながら、早期設置に向けて鋭意取り組んでまいり

ます。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） よろしくお願いいたします。 

 最後に、不登校の児童生徒への取り組みについて質問いたします。 

 近年、学校や家庭内における親子の関係性は、みずからの経験に照らしても、以前とは大

きく変化してきております。家長制度の崩壊や核家族化の進展など、時代の流れとともに、

社会も家庭も変化し、その対応を余儀なくされております。このような時代を背景に、一言

で言えば、問題を抱える児童や家庭がふえ続けており、子どもの貧困問題に象徴される多く

の課題を好循環に転換すべき取り組みが急務であります。 

 まず、平成 26 年度の本市における不登校児童生徒数の実態について、小中学校別にお示

しください。さらに、５年前、10 年前の推移と児童生徒数全体に占める出現率についても

お答えください。 

◯副議長（石田正明） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 不登校児童生徒数と出現率についてお答えをいたします。 

 平成 26 年度の不登校児童生徒数につきましては、小学校 137 人、中学校 794 人、計 931

人、出現率は、小学校 0.18％、中学校 2.20％でございます。 

 次に、５年前の平成 22 年度につきましては、小学校 120 人、中学校 862 人、計 982 人、

出現率は、小学校 0.16％、中学校 2.45％でございます。 

 さらに、10 年前の平成 17 年度につきましては、小学校 208 人、中学校 1,159 人、合計

1,367 人、出現率は、小学校 0.28％、中学校 3.40％でございます。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 次に、不登校となるきっかけについて、文部科学省による調査結果

と本市の傾向について、あわせてその対策として、本市の具体的取り組みをお伺いします。 



◯副議長（石田正明） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 不登校となるきっかけにつきましては、平成 25 年度の文部科学省

の調査によりますと、小学校、中学校ともに、不安などの情緒的混乱や無気力などの本人に

かかわる問題が最も多く、福岡市も同じ傾向でございます。 

 また、福岡市の不登校対策につきましては、まず、児童生徒一人一人の様子や集団として

の状況を把握できる楽しい学校生活を送るためのアンケート、いわゆるＱ－Ｕアンケート

を小学校４年生から中学校３年生までの全ての児童生徒に実施し、各学校ではその結果を

もとに、学級の状況や児童生徒一人一人の課題を把握するための校内研修会を実施してお

ります。また、課題の大きい中学校 24 校に不登校対応教員を配置するとともに、中学校１

年生では、学校の選択により少人数学級を実施するなどの取り組みを行っております。さら

に、各学校の不登校を担当する教員を対象に、不登校の未然防止や早期発見の手だて、不登

校児童生徒及び保護者への対応などについての研修会を実施しております。以上でござい

ます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 無気力や体調不良以外にも、いじめも不登校になるきっかけとなる

のではないでしょうか。このような不登校児童生徒が通う教室に適応指導教室があります

が、本市の適応指導教室の現状について、定員、所在地、入級者数について、また、復帰率

など本市適応指導教室の成果と課題についてお答えください。 

◯副議長（石田正明） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 適応指導教室の現状につきましては、早良区百道の教育センター内

に開設しているまつ風学級が定員 20 人、中央区地行浜のこども総合相談センター内のはま

かぜ学級が定員 40 人、東区東箱崎小学校内と南区玉川小学校内に開設しているすまいる学

級がそれぞれ定員８人でございます。 

 平成 26 年度は、１年間で 80 人の児童生徒が入級しており、そのうち 31.3％が学校復帰

を果たしております。 

 不登校の児童生徒が適応指導教室でのさまざまな活動を通して、自分もやればできる、人

とかかわることは楽しいといった思いを持つことによって自己肯定感や安心感を高め、学

校復帰につながっていると考えております。 

 一方、不登校に関する相談件数及び入級希望者も年々増加をしている状況でございます。

以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 主に成果についてお答えいただきましたが、先日、不登校の生徒の

保護者に大変よく知られます不登校生徒の学校のうち、京都市が、不登校を経験した子ども

たちの学び直しの場として設立した京都市立洛風中学校を訪問し、須崎貫校長先生より、不

登校生徒への教育の貴重な御経験とお話を伺ってまいりました。 

 同校は平成 16 年に、いわゆる不登校生徒を対象とした中学校として開校し、以来 11 年



目を迎え、卒業生も 240 名を超えました。京都市教育委員会も、山のおじさんという仲間

とキャンプ生活を行い、触れ合いや困難さの中で自分と向き合う体験を行うという不登校

児童生徒対応事業や適応指導教室ふれあい等の事業を経て、開校に至りました。 

 平成 13 年の文部科学省による不登校に関する実態調査や平成 15 年不登校問題に関する

調査研究協力者会議による今後の不登校への対応のあり方について等の報告を受け、不登

校児童生徒への支援の充実を重ねてきました。 

 今申し上げました２つの報告において、今後の対応について最も強調された点は何であ

ったか、本市の教育委員会の所見を求めます。 

◯副議長（石田正明） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 文部科学省の２つの報告書につきましては、不登校を心の問題とし

てのみ捉えるのではなく、進路の問題として捉え、本人の進路形成に資するような具体的な

指導、相談や学習支援、情報提供などの対応をすることが必要であるということから、適応

指導教室や民間施設との連携の重要性が強調されているというふうに認識をしております。

以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 社会的自立、つまり、進学や就職への選択肢をどれだけ広げられる

のか、そもそも不登校生徒の学力は低いわけではありません。そのためにも、基礎学力をさ

らに伸ばすための具体的取り組みや指導が大変重要であり、保護者のニーズもそこにあり

ます。適応指導教室に見られる情緒面への支援の充実から、不登校への対応が見直されてい

く中で、将来の社会的自立に向けた支援への新たな選択肢として、学びを通して社会とのつ

ながりを取り戻すための学び直しをつくる提案がなされ、京都の洛風中学校は誕生しまし

た。 

 本市において、不登校児童生徒の課題に対し、そのような検討、提案がなされたことはあ

りますか、お答えください。 

◯副議長（石田正明） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 不登校児童生徒の課題に対する検討や提案につきましては、平成 20

年度の福岡市不登校ひきこもり対策支援会議による提言を受け、全ての学校で不登校児童

生徒一人一人に関するケース会議などを通して情報の共有を行い、学習支援体制の構築や

進路指導などの支援に、校長を中心として組織的に取り組むよう指導をしております。適応

指導教室は学校への復帰、社会的自立を狙いとしておりますが、学習のおくれが児童生徒の

学校復帰の妨げの要因の一つとなっていることから、活動の中に学習指導も取り入れ、学校

復帰に向けて取り組んでおります。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 本市の適応指導教室はまかぜ、まつ風に入級する際、学籍異動は行

われますか。それはなぜですか。その理由についてお答えください。また、本市の院内学級

に入級する際は、学籍異動は行われますか。その理由についてもお答えください。 



◯副議長（石田正明） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 福岡市は指定学校制度をとっているため、児童生徒が通学区域によ

って定められた学校に在籍しており、適応指導教室へ入級する際は、在籍校に籍を置いたま

ま、校長の副申を受けて入級をしております。 

 一方、院内学級につきましては、学校教育法に定める特別支援学級であり、院内学級のあ

る学校への転校となることから、入級に関しましては学籍を異動する手続を行っておりま

す。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 学籍異動が行われないということは、児童生徒の学力、情緒への一

貫した指導ができないということですが、在籍校の教員との役割分担の現状についてお示

しください。 

◯副議長（石田正明） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 適応指導教室におきましては、不登校児童生徒の情緒の安定を図り、

集団生活への適応、基礎学力の補充学習などを行うことにより、在籍校への復帰に向けた支

援を行う役割を担っております。在籍校は適応指導教室と連携をとりながら、適応指導教室

からの情報をもとに、家庭訪問などを通して、担任が学習指導や進路指導などを行う役割を

担っております。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 先ほどの答弁にありましたように、平成 26 年に本市の不登校児は

931 名に上り、そのうち中学生が 794 名と、全体の約 85％を占めております。過日、本市

の不登校児童生徒当事者と親御さんの会に私も出席をさせていただき、３時間を超えて生

の声や希少な体験もお聞きし、その現実に大変驚きました。特に中学生は高校受験を目前に

控え、将来の人生を選択するためのかけがえのない残された中学校生活を、不登校という現

実から抜け出せないでいるから、その悩みも深いのだと思いました。 

 親の会の皆さんの最も大きなニーズは、まさに学習保障でした。昨夜も親の会の方が遅く

に激励に来てくださいまして、さまざまお話をお聞きいたしました。本当に教育委員会に対

する切実な期待があるんだなということを改めて感じた次第であります。 

 今回、数人の教育関係者から、適応指導教室の課題と限界は学籍制度にもあるとお聞きを

しました。当然それだけではないでしょうが、京都市も、不登校を経験し、困っている子ど

もの役に立とう、子どもたちをひとりぼっちにさせない、社会につなげていくことができる

新しい形の中学校をつくろう、とにかく一歩を踏み出そう、そこでの実践から何かが見つか

るはずだと考え、モデルがない取り組みを手探りで始め、10 年の時を経ました。 

 洛風中学校には、学籍なんか超越した教員と生徒の思いや心があります。卒業文集には、

240 名を超える卒業生自身の絶大な信頼と評価が書き込まれております。 

 今、国の中におきましては、学校に戻れないという子どもを追認するために、多様な教育

機会を確保するための法律の制定に向けて議論が積み重ねられているということも私もお



聞きをいたしました。しかし、それをただ待っているだけではなく、福岡市も不登校児童生

徒に対する取り組みについて再考すべきときではないでしょうか。子どもを学校に合わせ

るのではなく、学校を子どもに合わせること、イギリスの教育家ニイルの言葉であります。

また、先週、酒井教育長は答弁の中で、学力保障は我々の責務という旨の御答弁をされまし

た。そうであれば、不登校の生徒に対しても、学校に適応させるばかりでなく、生徒の事情

に学校が合わせるべきです。少なくとも、学習保障について新しい具体的取り組みを進める

べきだと思いますが、教育長の御所見を求めます。 

◯副議長（石田正明） 酒井教育長。 

◯教育長（酒井龍彦） 不登校児童生徒への対応につきましては、さまざまな視点から取り

組んでおりますが、その一つとして、中学校に不登校対応教員を配置するとともに、不登校

及び不登校傾向にある生徒に対して、より身近な居場所として校内適応指導教室、いわゆる

ステップルームを設置し、生活面、学習面の支援を行い、学級復帰に向けた取り組みを行っ

ております。 

 今後の新たな取り組みといたしましては、支援を必要とする生徒がいる学校には、各学校

の状況に応じて、子どもの心が安らぎ、落ちついて学習できる居場所づくりなどを検討し、

生徒の学習保障のための支援を充実させてまいります。 

 また、こども総合相談センターのはまかぜ学級など校外に設置した適応指導教室では、児

童生徒の学習保障のために、５教科を中心とした個人学習タイムなどのプログラムを実践

しております。今後は、新たな取り組みといたしましては、そのプログラムに加えて、はま

かぜ学級などの適応指導教室で、児童生徒が直接在籍校の学級担任などから学習指導を受

ける機会を設定するなど、在籍校との連携をより一層深め、効果的な取り組みを展開してま

いります。以上でございます。 

◯副議長（石田正明） 松野隆議員。 

◯24 番（松野 隆） 教育長、ありがとうございます。ぜひともよろしくお願いいたしま

す。 

 それと、これは一つ要望させていただきます。先ほど質問しました情緒障害児短期治療施

設、この開設に当たりましては、学校との連携が極めて重要でありますので、こども未来局

と教育委員会が連携して、特に教育委員会から御協力をしっかり賜りますよう強く要望し

ておきます。 

 最後に、時代の変化とともに、発達障がいやＬＧＢＴ、不登校など、児童生徒自身も環境

も大きく変わり、それらに対するニーズも今後さらに多様化し、より柔軟な対応が求められ

るであろうと感じてなりません。本市の将来を担う、より多くの子どもたちが自己実現を果

たすため、本市のこれからの支援のあり方について高島市長の御決意をお聞きし、私の質問

を終わります。 

◯副議長（石田正明） 高島市長。 

◯市長（高島宗一郎） 福岡市では、みんながやさしい、みんなにやさしいまちの実現を目



指して、ユニバーサル都市・福岡を市政の柱の一つとして取り組みを推進しております。松

野議員御指摘のとおり、児童生徒の抱えている課題が多様化していることや、また、環境が

変化をしてきていることなどからも、福祉と教育の連携した取り組みについては大変重要

であるというふうに認識をしております。 

 福岡市におきましても、こども総合相談センター等の関係機関と学校がより一層連携を

図りますために、福祉の専門家でありますスクールソーシャルワーカーを配置するなど、支

援の充実に努めているところでございます。 

 今後も教育委員会との連携体制をさらに密にし、多様化する児童生徒のニーズに応じた

支援に努めていきたいと考えております。以上です。 

 


